
ADP2.5 ボン国連準備会合（2014年6月） 
 

第4回スクール・リマ 「ADP2.6を前に」 
これまでの気候変動交渉について 

 
2014年10月8日（水） 
ＷＷＦジャパン  

気候変動･エネルギー プロジェクトリーダー 
小西雅子 



21世紀末の気温変化は？ 

出典：IPCC AR5 WG1 SPM 気象庁確定訳 

RCP8.5シナリオ
2.6~4.8度の上昇 



現実の排出量は、
RCP8.5に沿っている 

このままでは4度上昇？ 



気温上昇と温暖化のリスクレベルの関係 

気温上昇は避けられない。 

では何度までに抑えるのか？ 

出典：IPCC AR5 WG2 SPMから筆者加筆 



2度未満に抑えた場合と、このまま4度の世界に突入した場合の差 

適応策をとれば、リスクを軽減できる 

温暖化の主な影響（アジアの場合） 

洪水被害 

熱中症などの
死亡リスク 

干ばつによる
水・食料不足 

出典：IPCC AR5 WG2 SPM 



4度上昇した
場合の日本 

５度上昇 

豪雨増加 

海水面60cm上昇 



2010 ＣＯＰ１６ 「カンクン合意」 
 

気温上昇を、産業革命前に比べて
2度未満に抑えることを目指す 

出典：UNFCCCカンクン合意(CP.16) 



2度未満に抑える道は残されているが， 

2050年に世界のGHGｶﾞｽを 40～70％削減(2010年比） 

2100年には排出をゼロかマイナスに 

出典：IPCC AR5 WG3 SPM 



2020年カンクン合意の世界各国の自主削減目標は、 
2度未満に抑えられるのか？ 



実は2度未満に抑えるにはとても足りない 
2013年11月発表 

UNEP, the Emissions Gap Report 2013 

80億トンから
120億トンも
足りない 

2度未満に必要

な量の半分以下
しか満たせない 



たとえ各国がすべて目標を達成したとしても 
3度以上の上昇・・・ 

（出典）Climate Action Tracker (http://www.climateactiontracker.org/)  

2100年には、2.5度から
3.9度の気温上昇が予
測される。 

http://www.climateactiontracker.org/
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交渉 

 
 

批准・発効 

第1約束期間 
 

 
第2約束期間 
 

京都議定書 

カンクン合意 

15年 
採択   新枠組み（パリ議定書？） 

採択 

97年 
採択 

 
新枠組み 約束期間 

気候変動枠組条約 

気候変動に関する国際条約の歩み 

第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ 第4フェーズ 

WWFジャパン作成 

批准・05年発効 

05年から交渉 

11年から交渉 
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1992年 国連気候変動枠組条約 採択 

初めての温暖化防止条約、しかし行動は自主的 

1990年 

第1次報告 

1997年 

 COP3 
京都議定書 採択 

初めての法的拘束力のある削減目標を持った条約、ただし米離脱
（2001年） 

1995年 

第2次報告 

2005年 

COP11/CMP1 
京都議定書 発効 モントリオール会議      

第2約束期間の目標の議論の場と、米中を入れた対話の場が発足 
2001年 
第3次報告 

2007年 

COP13/CMP3 
バリ行動計画 

初めて米中を入れた2013年以降の新枠組みの正式な議論の場が

発足 

2007年 
第4次報告 

2009年 

COP15/CMP5 
コペンハーゲン合意 

初めて米と途上国が削減目標/行動を公約、しかし採択に至らず留

意に留まる 
2010年 

COP16/CMP6 
カンクン合意 

コペンハーゲン合意を基に国連で採択！ただし法的拘束力につい
ては先送り 

2011年 

COP17/CMP7 
ダーバン合意 

 京都議定書第2約束期間と、2020年から発効する次期枠組みに合

意 
2013年 

COP19/CMP9 
ワルシャワ決定 

  
2013～14年 
第5次報告 

2015年 
COP21/CMP11 

新しい条約の合意予定：パリ議定書？？？ 

IPCCと温暖化の国際交渉 





すべての国を
対象とした
新たな

法的枠組み

京都議定書
第2約束期間

2013 14 15 16 17 18 19 2020年 21  22  

１）2020年までの取り組み強化
ADP（ダーバンプラットフォーム作業部会）ワークストリーム２にて議論
２）2020年後の新枠組み作り

ADP（ダーバンプラットフォーム作業部会）ワークストリーム1：2015年に採択

WWFジャパン作成

カンクン合意に基づいて
自主的削減努力

国連の気候変動に関する国際交渉の整理

新枠組み作り
15年に採択

ADP 

ワーク
ストリー
ム2

ADP 

ワーク
ストリー
ム1

批准、発効

EU,豪など

米・日・露
など先進国

途上国

すべての
国



2020年以降の新枠組み  

「事前協議型の目標決定方式」 

目
標
決
定 

事前協議（例） 
①明確化 

②透明性 

③妥当性、④衡平性等 

国別目標案 

（2030年目標）
提出 

 本来は2度未満を達成できる水準の削減量を交渉で各国に割り当てる
のが理想←政治的に困難 

 次善の策として、国別に決めた目標案を、あらかじめ国連に提出して、
数か月かけて事前に国連の場でお互いに協議してから最終決定するこ
とを前提とした方式。理想的には事前協議の際に、科学から見た妥当性
や先進国・途上国間の衡平性なども図ることが期待される 

COP21 
2015年12月 

COP20 
2014年12月 2015年3月~？月 

国別目標案 

内容特定 

COP19では決まらず 



6月ボン会合の成果：3つのポイント 

１） 2020年以降の新枠組み作り（WS１）： 

国別目標案の議論の進展 

 １－１） 2015年3月までにどの国が提出を予定しているか？ 

 １－２） 目標の中身についてCOP20で合意できる準備が整うか？ 

 

２）  2020年以降の新枠組み（WS１） ：  

2015年合意の要素（項目）の議論の進展 

2015年合意の要素についてCOP20で決定できるような準備が整うか？ 

 

３） 2020年までの取り組みの底上げ（WS2）:  

専門家会合の成果を2020年までの削減量の引き上げにつなげる 

側面から2020年目標の底上げを目指す「専門家会合」の成果を活かせるよ
うな決定がCOP20においてできる準備が整うか？ 



 2015年3月までにどの国が提出を予定しているか？ 

EU 2030年目標を来年3月までに提出することを明示 

内部の議論も着々と進めている 

アメリカ 2025年目標を来年3月に提出することを明示 

米国環境庁（EPA)「クリーンパワープラン」発表（6月2日）  

・電力部門からの排出量を30%（2005年比）削減する目標 

（電力部門からの排出量はアメリカ国内GHG排出量の約1/3） 

中国 2015年合意の目標を 

来年前半に提出すると大臣が明言 

さらに国連サミットで3月に提出と発言 

日本：目標案提示時期を明確にせず 

高まる国際プレッシャー 

・提出時期が遅れると事前協議の時間が少なくなる 

・リーダーシップをとるべき先進国が提出しないと途上国の意欲をそぐ 

Photo Credit:IISD 
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今後の国際交渉の予定まとめ 

2014年 
ADP SB40/ADP COP20/CMP10 

3月 6月 9月 12月 

SB42/ADP COP21/CMP11 

2015年 春 6月 秋 12月 5月 

（2030年）目標案の
内容特定 

交渉テキスト 
5月までに準備 

（2030年）目標案を提出 
（COP21の十分前に） 

2020年以降の
枠組み合意 

・ 

・自治体フォーラム開催 
・ハイレベル会合 

省エネ・再エネなど可能
性の高い削減オプション
について意見提出 

2014年中ずっと行うこと 

・2020年以降の枠組みの構成要素の検討 
・可能性の高い削減オプションのエキスパート会合を開催 

目標案の事前協議プロセス？ 
（決まっておらず） 

太文字：2020年以降の枠組み交渉について 

  文字：2020年までの取り組み強化について 

注：“招聘・留意・要請”されている事項であるため、必ずしも義務ではない 

国連総会・気候サミット 

3月頃 

ADP 

10月 



「地球温暖化の目撃者」 
小西雅子・編著 
毎日新聞社 

「地球温暖化の最前線」 
小西雅子著 

岩波ジュニア新書 

 

WWF気候変動・エネルギーグループ 

climatechange@wwf.or.jp 


